
 

 

 

 

ここでは、前章に示した取組みを推進するた

めの体制や効果的な進行管理のあり方につ

いて示します。 

 

 

 

 

Ⅴ 計画の実現に向けて 
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１ 計画の推進体制 

（１）計画の推進体制 

 

本町の環境を守り、改善していくためには、この計画に示した町民・事業者・町（行政）

の様々な取組みを一歩ずつ着実に進めていくことが必要です。このため、以下のような体制

で計画の進行を管理していきます。 

 

図－21 計画の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《開成町環境審議会》 

【構 成】開成町環境基本条例に基づき、環境に関して知識や経験を有する者など、15人

以内の委員で構成します。 

【役 割】町長から諮問された、環境基本計画およびその他環境の保全及び創造に関する

事項、環境基本計画の改訂に関して専門的な視点で協議を行い、町長に答申し

ます。 

 

《環境推進パートナー会議》 

【構 成】環境について関心の高い町民及び事業者で構成します。 

【役 割】環境への取組みに関する提案を住民目線で行うとともに、町との協働により実

践します。 

 

《庁内連絡会議》 

【構 成】環境に関する庁内関係各課で構成し、事務局は環境防災課とします。 

【役 割】環境基本計画における施策の進捗状況を点検及び地球温暖化防止実行計画の取

組み状況について評価を行います。 

《町民・事業者》 

環境推進パートナー会議 

《町（行政）》 

庁内連絡会議 

事務局（環境防災課） 町 
 

長 
 

 

開成町環境審議会 諮問 

答申 

提
案
・協
働 

参加 

公
募
参
加 
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開成町環境基本計画 2012－2016 

（２）町民・事業者・町（行政）及び来街者の責務と役割 

 

計画の推進にあたっては、町民、事業者、町（行政）及び来街者がそれぞれの責務と役

割のもと、相互に理解し協力しながら環境の保全・創造に取組む必要があります。 

 

図－22 町民・事業者・町（行政）及び来街者の責務と役割 

事業者 

町 民 

町（行政） 

○環境の保全及び創造に関する基本的か

つ総合的な施策の策定と実施 

○環境への影響に関わる施策の実施におけ

る環境への負荷低減 

○国及び他の地方公共団体との連携・協力 

○日常生活における公害の防止及び自然環

境の適正な保全 

○廃棄物の発生の抑制、再生利用など環境

への負荷低減 

○地域における環境の保全・創造のための

施策への参加・協力 

○事業活動における公害防止、自然環境の

適正な保全 

○廃棄物の適正処理及び発生抑制、再生利

用促進による環境への負荷低減 

○地域における環境の保全・創造のための

施策への参加・協力 来街者 

○環境への負荷低減及び環境の

保全・創造 

○町が行う環境の保全・創造のた

めの施策への協力 
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２ 計画の進行管理･推進方策 

（１）主体別の取組みの進行管理 

 

取組みの方針に対する達成目標については、総合計画における進行管理と連携しつつ、事務

局（環境防災課）が定期的に把握・整理し、環境推進審議会に報告します。 

行政の取組みについては、各担当課が中心となって推進するとともに、事務局（環境防災課）

が各取組みの進捗状況を定期的に把握・整理し、庁内連絡会議に諮り、進捗状況の点検を実施

します。 

これらの取組み状況や取組み結果については、適宜、ホームページ等で公開し、広く情報を

共有するとともに、次年度施策に反映するなど、「計画」→「実施」→「評価」→「改善」とい

う流れによる継続的かつ確実な進行管理を徹底していきます。 

 

図 23－スパイラル進行管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）重点プランの進行管理 

 

重点プランの推進は、町と環境推進パートナー会議との協働・連携により、町民や事業者及

び各種環境保全・創出活動団体と一体になって推進します。 

なお、各重点プランには、「みんなで目指す平成 28 年の姿」を設定しており、事務局（環境

防災課）は達成状況を年１回把握・整理し、環境推進審議会に報告します。 

環境推進審議会は、各重点プランの推進状況について定期的に把握し、プランの見直しや推

進方策など、町に提言を行います。 

 

 

（３）町による環境率先実行の推進 

 

町は、一事業者及び一消費者の立場から、町が取組む事務事業及び公共施設管理に関する地

球温暖化防止実行計画を策定し、自ら率先して環境負荷を低減する行動を実行していきます。 

 

次年度施策 
への反映 

環境基本計画 

町民・事業者・
町が一体とな
った取組み 

取組み状況の
把握・整理 

情報公開 継続的改善 
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開成町環境基本計画 2012－2016 

（４）環境に関する情報の周知 
 

計画の推進にあたっては、町（行政）の取組みのみならず、町民・事業者の協力や自主的な

環境配慮行動の実践が不可欠であり、環境に関する様々な情報を周知することが必要です。 

 

① 環境基本計画の閲覧と配布 

 

・環境基本計画を町役場や町民センター、地域集会施設などに置き、誰もが、いつでも見

ることができるようにします。 

・環境基本計画の概要版を環境講演会や環境フェアなどのイベント時に配布します。 

 

 

② 「広報かいせい」による環境情報の発信 

 

・町の広報に環境基本計画の概要を掲載します。 

・町の広報に「環境コラム」の枠を設け、定期的に環境情報を発信します。 

 

 

③ ホームページの活用 

 

・町のホームページなどを活用し、環境基本計画に関する情報を提供します。 

・ＮＰＯなど環境活動団体のホームページとのリンク又はアドレス紹介を行い、より詳し

い情報の提供を行います。 

 

 

④ 町民から町民への情報提供 

 

・環境推進パートナー会議が中心となり、環境イベントなどの機会を活用し、町民から町

民への口コミを通じた情報提供を行います。 


